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議案第 ４０ 号  

 

周南市介護保険条例の一部を改正する条例制定について 

 

周南市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成３０年２月２１日 提出 

 

周南市長  木  村  健 一 郎  

 

周南市介護保険条例の一部を改正する条例 

周南市介護保険条例（平成15年周南市条例第151号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項各号列記以外の部分中「平成27年度から平成29年度まで」を「平成30

年度から平成32年度まで」に、「第９条第１項第１号」を「第９条第１号」に改め、

同項第１号中「30,300円」を「29,280円」に改め、同項第２号及び第３号中「45,450

円」を「43,920円」に改め、同項第４号中「51,510円」を「49,780円」に改め、同項

第５号中「60,600円」を「58,560円」に改め、同項第６号中「69,690円」を「67,350

円」に改め、同号ア中「合計所得金額（」を削り、「をいう。以下同じ。）」を「（

以下「合計所得金額」という。）（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第33条の

４第１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の３第１項、第

35条第１項、第35条の２第１項又は第36条の規定の適用がある場合には、当該合計所

得金額から令第38条第４項に規定する特別控除額を控除して得た額とする。以下この

項において同じ。）」に改め、同項第７号中「75,750円」を「73,200円」に改め、同

号ア中「190万円」を「200万円」に改め、同項第８号中「90,900円」を「87,840円」

に改め、同号ア中「290万円」を「300万円」に改め、同項第９号中「103,020円」を

「99,560円」に改め、同項第10号中「115,140円」を「111,270円」に改め、同項第11

号中「133,320円」を「128,840円」に改め、同項第12号中「151,500円」を「146,400

円」に改め、同条第２項中「平成27年度から平成29年度まで」を「平成30年度から平

成32年度まで」に、「27,270円」を「26,360円」に改める。 

第４条第３項中「すべて」を「全て」に改める。 
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第５条第１項中「被保険者資格」を「資格」に改め、同条第２項中「当該被保険者

」を「当該第１号被保険者」に、「、第１号被保険者の」を「、当該」に改め、同条

第３項中「令第38条」を「令第39条」に、「及びハ」を「若しくはニ」に、「又は第

５号ロ」を「若しくは第５号ロ又は第３条第１項第６号イ、第７号イ、第８号イ、第

９号イ、第10号イ若しくは第11号イ」に、「令第38条第１項第１号から第５号まで」

を「令第39条第１項第１号から第５号まで又は第３条第１項第６号から第11号まで」

に改める。 

第８条第１項中「年7.3パーセント」を「、年7.3パーセント」に改める。 

第９条第１項各号列記以外の部分中「保険料の納付義務者」を「納付義務者（法第

135条第５項に規定する特別徴収対象被保険者を含む。次条第１項において同じ。）

」に、「６箇月」を「６月」に改め、同項第４号中「これ」を「これら」に改め、同

項第５号中「場合」を「こと。」に改め、同条第２項中「申請をする」を「申請をし

ようとする」に改める。 

第10条第１項各号列記以外の部分中「該当する者」を「該当する納付義務者」に改

め、同項第４号中「これ」を「これら」に改め、同項第５号中「場合」を「こと。」

に改め、同条第２項各号列記以外の部分中「減免を受けようとする者は」の次に「、

市長が別に定める日までに」を加え、「受けようとする理由」を「必要とする理由」

に改める。 

第11条中「並びに」を「及び」に改める。 

第13条及び第14条中「10万円」を「、10万円」に改める。 

第15条中「第１号被保険者」を「被保険者」に改め、「ときは」の次に「、その者

に対し」を加える。 

第17条第１項中「第12条」を「第13条」に改め、同条第２項中「第12条」を「第13

条」に、「発布」を「発付」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 30年 4月 1日から施行する。ただし、第 15条の改正規定は、

公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の周南市介護保険条例第３条の規定は、平成 30 年度分の



- 3 - 

保険料から適用し、平成 29 年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例

による。 

３ 附則第１項ただし書に規定する日前にした行為に対する罰則の適用については、

なお従前の例による。 
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（参  考）  

周南市介護保険条例新旧対照表  

現行  改正案  

（保険料率）  （保険料率）  

第３条  平成 2 7年度から平成 2 9年度までの各年度における保険

料率は、次の各号に掲げる第１号被保険者（介護保険法（平

成９年法律第 1 2 3 号。以下「法」という。） 第９条第１項第

１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）の区分

に応じそれぞれ当該各号に定める額とする。  

第３条  平成 3 0年度から平成 3 2年度までの各年度における保険

料率は、次の各号に掲げる第１号被保険者（介護保険法（平

成９年法律第 1 2 3 号。以下「法」という。） 第９条第１号 に

規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）の区分に応じ

それぞれ当該各号に定める額とする。  

( １ )  介 護 保 険 法 施 行 令 （ 平 成 1 0 年 政 令 第 4 1 2 号 。 以 下

「 令 」 と い う 。 ） 第 3 9 条 第 １ 項 第 １ 号 に 掲 げ る 者  

3 0 , 3 0 0円  

( １ )  介 護 保 険 法 施 行 令 （ 平 成 1 0 年 政 令 第 4 1 2 号 。 以 下

「 令 」 と い う 。 ） 第 3 9 条 第 １ 項 第 １ 号 に 掲 げ る 者  

2 9 , 2 8 0円  

(２ )  令第 3 9条第１項第２号に掲げる者  4 5 , 4 5 0円  (２ )  令第 3 9条第１項第２号に掲げる者  4 3 , 9 2 0円  

(３ )  令第 3 9条第１項第３号に掲げる者  4 5 , 4 5 0円  (３ )  令第 3 9条第１項第３号に掲げる者  4 3 , 9 2 0円  

(４ )  令第 3 9条第１項第４号に掲げる者  5 1 , 5 1 0円  (４ )  令第 3 9条第１項第４号に掲げる者  4 9 , 7 8 0円  

(５ )  令第 3 9条第１項第５号に掲げる者  6 0 , 6 0 0円  (５ )  令第 3 9条第１項第５号に掲げる者  5 8 , 5 6 0円  

(６ )  次のいずれかに該当する者  6 9 , 6 9 0円  (６ )  次のいずれかに該当する者  6 7 , 3 5 0円  

ア  合計所得金額（地方税法（昭和 2 5年法律第 2 2 6号）第

2 9 2条第１項第 1 3号に規定する合計所得金額をいう。以

下同じ。）が 1 2 0 万 円未満である者であり、かつ、前各

号のいずれにも該当しないもの  

ア  地方税法（昭和 2 5 年法律第 2 2 6 号） 第 2 9 2 条 第１項第

1 3号に規定する合計所得金額（以下「合計所得金額」と

いう。）（租税特別措置法（昭和 3 2年法律第 2 6号）第 3 3

条の４第１項若しくは第２項、第 3 4条第１項、第 3 4条の

２第１項、第 3 4条の３第１項、第 3 5条第１項、第 3 5条の
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現行  改正案  

２第１項又は第 3 6条の規定の適用がある場合には、当該

合計所得金額から令第 3 8条第４項に規定する特別控除額

を控除して得た額とする。以下この項において同じ。）

が 1 2 0 万円未満であ る者であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの  

イ  （略）  イ  （略）  

(７ )  次のいずれかに該当する者  7 5 , 7 5 0円  (７ )  次のいずれかに該当する者  7 3 , 2 0 0円  

ア  合計所得金額が 1 9 0 万円未満である者であり、かつ、

前各号のいずれにも該当しないもの  

ア  合計所得金額が 2 0 0 万円未満である者であり、かつ、

前各号のいずれにも該当しないもの  

イ  （略）  イ  （略）  

(８ )  次のいずれかに該当する者  9 0 , 9 0 0円  (８ )  次のいずれかに該当する者  8 7 , 8 4 0円  

ア  合計所得金額が 2 9 0 万円未満である者であり、かつ、

前各号のいずれにも該当しないもの  

ア  合計所得金額が 3 0 0 万円未満である者であり、かつ、

前各号のいずれにも該当しないもの  

イ  （略）  イ  （略）  

(９ )  次のいずれかに該当する者  1 0 3 , 0 2 0円  (９ )  次のいずれかに該当する者  9 9 , 5 6 0円  

ア・イ  （略）  ア・イ  （略）  

( 1 0 )  次のいずれかに該当する者  1 1 5 , 1 4 0円  ( 1 0 )  次のいずれかに該当する者  1 1 1 , 2 7 0円  

ア・イ  （略）  ア・イ  （略）  

( 1 1 )  次のいずれかに該当する者  1 3 3 , 3 2 0円  ( 1 1 )  次のいずれかに該当する者  1 2 8 , 8 4 0円  
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現行  改正案  

ア・イ  （略）  ア・イ  （略）  

( 1 2 )  前各号のいずれにも該当しない者  1 5 1 , 5 0 0円  ( 1 2 )  前各号のいずれにも該当しない者  1 4 6 , 4 0 0円  

２  前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る平成 2 7年度から平成 2 9年度までの各年度におけ

る保険料率は、同号の規定にかかわらず、 2 7 , 2 7 0円とする。   

２  前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る平成 3 0年度から平成 3 2年度までの各年度におけ

る保険料率は、同号の規定にかかわらず、 2 6 , 3 6 0円とする。  

（普通徴収に係る納期）  （普通徴収に係る納期）  

第４条  （略）  第４条  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

３  納期ごとの分割金額に 1 0 0円未満の端数があるとき、又は

その分割金額が 1 0 0 円未満であるときは、その端数金額又は

その全額は、すべて最初の納期に係る分割金額に合算するも

のとする。  

 

３  納期ごとの分割金額に 1 0 0円未満の端数があるとき、又は

その分割金額が 1 0 0 円未満であるときは、その端数金額又は

その全額は、全て最初の納期に係る分割金額に合算するもの

とする。  

 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等が

あった場合）  

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等が

あった場合）  

第５条  保険料の賦課期日後に第１号被保険者の資格を取得し

た場合における当該第１号被保険者に係る保険料の額の算定

は、当該被保険者資格を取得した日の属する月から月割りを

もって行う。  

第５条  保険料の賦課期日後に第１号被保険者の資格を取得し

た場合における当該第１号被保険者に係る保険料の額の算定

は、当該資格を取得した日の属する月から月割りをもって行

う。  

２  保険料の賦課期日後に第１号被保険者の資格を喪失した場

合における当該被保険者に係る保険料の額の算定は、第１号

２  保険料の賦課期日後に第１号被保険者の資格を喪失した場

合における当該第１号被保険者に係る保険料の額の算定は、
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現行  改正案  

被保険者の資格を喪失した日の属する月の前月まで月割りを

もって行う。  

当該資格を喪失した日の属する月の前月まで月割りをもって

行う。  

３  保険料の賦課期日後に令第 3 8条第１項第１号イ（同号イに

規定する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び同号

イ ( １ ) に 係 る 者 を 除 く 。 ） 、 ロ 及 び ハ 、 第 ２ 号 ロ 、 第 ３ 号

ロ、第４号ロ又は第５号ロに該当するに至った第１号被保険

者に係る保険料の額は、当該該当するに至った日の属する月

の前月まで月割りにより算定した当該第１号被保険者に係る

保険料の額と当該該当するに至った日の属する月から令第 3 8

条第１項第１号から第５号までのいずれかに規定する者とし

て月割りにより算定した保険料の額の合算額とする。  

３  保険料の賦課期日後に令第 3 9条第１項第１号イ（同号イに

規定する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び同号

イ (１ )に係る者を除く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３

号 ロ 、 第 ４ 号 ロ 若 し く は 第 ５ 号 ロ 又 は 第 ３ 条 第 １ 項 第 ６ 号

イ、第７号イ、第８号イ、第９号イ、第 1 0号イ若しくは第 1 1

号 イ に 該 当 す る に 至 っ た 第 １ 号 被 保 険 者 に 係 る 保 険 料 の 額

は、当該該当するに至った日の属する月の前月まで月割りに

より算定した当該第１号被保険者に係る保険料の額と当該該

当するに至った日の属する月から令第 3 9条第１項第１号から

第５号まで又は第３条第１項第６号から第 1 1号までのいずれ

かに規定する者として月割りにより算定した保険料の額の合

算額とする。  

４  （略）  

 

４  （略）  

 

（延滞金）  （延滞金）  

第８条  法第 1 3 2 条の規定により普通徴収に係る保険料の納付

義務を負う者（以下「納付義務者」という。）は、納期限後

にその保険料を納付する場合においては、当該納付金額に、

その納期限の翌日から納付の日までの期間に応じ、当該金額

につき年 1 4 . 6パーセント（当該納期限の翌日から１月を経過

する日までの期間については 年 7 . 3 パーセント ）の割合をも

第８条  法第 1 3 2 条の規定により普通徴収に係る保険料の納付

義務を負う者（以下「納付義務者」という。）は、納期 限後

にその保険料を納付する場合においては、当該納付金額に、

その納期限の翌日から納付の日までの期間に応じ、当該金額

につき年 1 4 . 6パーセント（当該納期限の翌日から１月を経過

する日までの期間については 、年 7 . 3 パーセント）の割合を
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現行  改正案  

って計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付しなけ

ればならない。  

もって計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付しな

ければならない。  

２～５  （略）  

 

２～５  （略）  

 

（保険料の徴収猶予）  （保険料の徴収猶予）  

第９条  市長は、保険料の納付義務者が次の各号のいずれかに

該当することにより、その納付すべき保険料の全部又は一部

を一時に納付することができないと認める場合においては、

納付義務者の申請によって、その納付することができないと

認められる金額を限度として、６箇月以内の期間を限って徴

収を猶予することができる。  

第９条  市長は、納付義務者（法第 1 3 5 条第５項に規定する特

別徴収対象被保険者を含む。次条第１項において同じ。）が

次の各号のいずれかに該当することにより、その納付すべき

保険料の全部又は一部を一時に納付することができないと認

める場合においては、納付義務者の申請によって、その納付

することができないと認められる金額を限度として、 ６月以

内の期間を限って徴収を猶予することができる。  

(１ )～ (３ )  （略）  (１ )～ (３ )  （略）  

(４ )  第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持す

る者の収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不

作、不漁その他これに類する理由により著しく減少したこ

と。  

(４ )  第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持す

る者の収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不

作、不漁その他これらに類する理由により著しく減少した

こと。  

(５ )  前各号に掲げるもののほか、特別な理由がある場合  (５ )  前各号に掲げるもののほか、特別な理由があること。  

２  前項の申請をする者は、次に掲げる事項を記載した申請書

に徴収猶予を必要とする理由を証明する書類を添付して、市

長に提出しなければならない。  

２  前項の申請をしようとする者は、次に掲げる事項を記載し

た申請書に徴収猶予を必要とする理由を証明する書類を添付

して、市長に提出しなければならない。  
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現行  改正案  

(１ )～ (３ )  （略）  

 

(１ )～ (３ )  （略）  

 

（保険料の減免）  （保険料の減免）  

第 1 0条  市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち必要

があると認められる者に対し、保険料を減免する。  

第 1 0条  市長は、次の各号のいずれかに該当する納付義務者の

うち必要があると認められる者に対し、保険料を減免する。  

(１ )～ (３ )  （略）  (１ )～ (３ )  （略）  

(４ )  第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持す

る者の収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不

作、不漁その他これに類する理由により著しく減少したこ

と。  

(４ )  第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持す

る者の収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不

作、不漁その他これらに類する理由により著しく減少した

こと。  

(５ )  前各号に掲げるもののほか、特別な理由がある場合  (５ )  前各号に掲げるもののほか、特別な理由があること。  

２  前項の規定により保険料の減免を受けようとする者は、次

に掲げる事項を記載した申請書に減免を 受けようとする理由

を 証 明 す る 書 類 を 添 付 し て 、 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な

い。  

２  前項の規定により保険料の減免を受けようとする者は、市

長が別に定める日までに、次に掲げる事項を記載した申請書

に減免を必要とする理由を証明する書類を添付して、市長に

提出しなければならない。  

(１ )～ (３ )  （略）  (１ )～ (３ )  （略）  

３  （略）  

 

３  （略）  

 

（保険料に関する申告）  （保険料に関する申告）  

第 1 1条  第１号被保険者は、毎年度４月 1 5日まで（保険料の賦 第 1 1条  第１号被保険者は、毎年度４月 1 5日まで（保険料の賦
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現行  改正案  

課期日後に第１号被保険者の資格を取得した者は、当該資格

を取得した日から起算して 1 5日以内）に、第１号被保険者本

人の所得状況並びに当該者の属する世帯の世帯主その他その

世帯に属する者の市町村民税の課税の有無その他市長が必要

と認める事項を記載した申告書を市長に提出しなければなら

ない。  

 

課期日後に第１号被保険者の資格を取得した者は、当該資格

を取得した日から起算して 1 5日以内）に、第１号被保険者本

人の所得状況及び当該者の属する世帯の世帯主その他その世

帯に属する者の市町村民税の課税の有無その他市長が必要と

認める事項を記載した申告書を市長に提出しなければならな

い。  

 

（罰則）  （罰則）  

第 1 3条  本市は、第１号被保険者が法第 1 2条第１項本文の規定

による届出をしないとき（同条第２項の規定により当該第１

号被保険者の属する世帯の世帯主から届出がなされたときを

除く。）又は虚偽の届出をしたときは、その者に対し 1 0万円

以下の過料を科する。  

 

第 1 3条  本市は、第１号被保険者が法第 1 2条第１項本文の規定

による届出をしないとき（同条第２項の規定により当該第１

号被保険者の属する世帯の世帯主から届出がなされたときを

除く。）又は虚偽の届出をしたときは、その者に対し、 1 0万

円以下の過料を科する。  

 

第 1 4条  本市は、法第 3 0条第１項後段、法第 3 1条第１項後段、

法第 3 3条の３第１項後段、法第 3 4条第１項後段、法第 3 5条第

６項後段、法第 6 6条第１項若しくは第２項又は法第 6 8条第１

項の規定により被保険者証の提出を求められてこれに応じな

い者に対し 1 0万円以下の過料を科する。  

 

第 1 4条  本市は、法第 3 0条第１項後段、法第 3 1条第１項後段、

法第 3 3条の３第１項後段、法第 3 4条第１項後段、法第 3 5条第

６項後段、法第 6 6条第１項若しくは第２項又は法第 6 8条第１

項の規定により被保険者証の提出を求められてこれに応じな

い者に対し、 1 0万円以下の過料を科する。  

 

第 1 5条  本市は、被保険者、第１号被保険者の配偶者若しくは

第１号被保険者の属する世帯の世帯主その他その世帯に属す

る者又はこれらであった者が正当な理由なしに、法第 2 0 2 条

第 1 5条  本市は、被保険者、被保険者の配偶者若しくは被保険

者の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者又はこれ

らであった者が正当な理由なしに、法第 2 0 2 条第１項の規定
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現行  改正案  

第１項の規定により文書その他の物件の提出若しくは提示を

命ぜられてこれに従わず、又は同項の規定による当該職員の

質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、

1 0万円以下の過料を科する。  

 

により文書その他の物件の提出若しくは提示を命ぜられてこ

れに従わず、又は同項の規定による当該職員の質問に対して

答 弁 せ ず 、 若 し く は 虚 偽 の 答 弁 を し た と き は 、 そ の 者 に 対

し、 1 0万円以下の過料を科する。  

 

第 1 7条  第 1 2条から前条までの過料の額は、情状により、市長

が定める。  

第 1 7条  第 1 3条から前条までの過料の額は、情状により、市長

が定める。  

２  第 1 2条から前条までの過料を徴収する場合において発する

納入通知書に指定すべき納期限は、その 発布の日から起算し

て 1 0日以上を経過した日とする。  

 

２  第 1 3条から前条までの過料を徴収する場合において発する

納入通知書に指定すべき納期限は、その 発付の日から起算し

て 1 0日以上を経過した日とする。  

 

 


